
Containers and Packaging 

Recycling Program 



 制定当時、一般廃棄物の最終処分場（埋立地）が何も対応しな
ければ７～９年で溢れてしまう状況でした。 

 

 家庭から出るごみの約60％（容積比）が容器包装であったため、
「これを何とかしよう」となりました。 

 

 ドイツでは1991年（容リ法ができる４年前）から容器包装のリサイク
ルを実施しており、国際的に遅れをとるわけにはいきませんでした。 

1 

（1）法制定の背景 

背景は、最終処分場、60％、そしてドイツ。 

２．容器包装リサイクル制度の概要 
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1-1. Extreme increase of waste generation 
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3 法制定時、全国の埋立処分場残余年数は８．５年しかなかった。 
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（4）家庭ごみ中の容器包装廃棄物の割合 
（平成２４年度・容積比） 

（出典：環境省「容器包装廃棄物の使用・排出実態調査」） 



 家庭から一般廃棄物として排出される容器包装廃棄物のリサイクル
制度を構築することにより、一般廃棄物の減量と資源の有効活用を
図ることを目的としている。 

 

 消費者は「分別排出」し、市町村は「分別収集」し、事業者は「再商品
化（リサイクル）」の責務を負う（拡大生産者責任の導入）という各々の
役割分担が明確化されている。 
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（2）法の目的、特徴 
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（3）廃棄物の区分 
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棄 
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産業廃棄物 

一般廃棄物 

事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、 
廃アルカリ、廃プラスチック類等、政令で定める20種類の廃棄物 

特別管理産業廃棄物： 原油などの爆発性、廃酸、廃アルカリなどの毒性、感染性など
人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがあるもの 

（産業廃棄物以外の廃棄物） 

ごみ 

し尿 

家庭系ごみ： 家庭から排出される廃棄物  

事業系ごみ： 事業者が排出する産業廃棄物以外の廃棄物  

特別管理一般廃棄物（家電製品に含まれるPCBや感染性一般廃棄物）  

容リ法が対象とする容器包装はこ
こに含まれる 



 消費者・市町村・事業者の協力によるリサイクルシステムです。 

（5）役割分担 

※拡大生産者責任
（ＥＰＲ） 
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ＥＰＲ（Extended Producer Responsibility ） 
(拡大生産者責任） 

 
ＯＥＣＤ（経済開発協力機構）が定義した用語。容器包装を含
む製品の設計･製造に最も影響を与える生産者に対し、物理
的・金銭的責任を当該製品の廃棄後まで全面的若しくは部分
的に拡大する環境政策の手法。 
 
日本においても、容リ法の施行により、従来自治体が行って
いた容器包装廃棄物の処理の責任の一部が事業者サイドに
移動したことで、ＥＰＲが導入された。 
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（2）誰が再商品化義務を負うのか？ 
＜一般的な場合＞ 対象となる容器包装を新たに使用した事業者が再商品化義務を負う 

容器製造工場 

容器製造 
義務 

 
 

（ びん、PETボトル、 
   弁当容器、レジ袋 ） 

容器利用 
義務（飲料） 

容器利用 
義務（弁当） 

ドリンク工場 

（飲料メーカー） 

弁当工場 

（食品メーカー） 

容器利用 
義務（レジ袋） 

消費者 

卸問屋 
飲料類 

レジ袋 

スーパーの 

バックヤードで 

作られる惣菜 

小売店・ 
コンビニなど 

家庭から排出された 

容器・包装廃棄物 

（再商品化・リサイクル） 
 

惣菜の 
トレーや 

容器、レジ袋 

弁当 

容器 

容器 

弁当 

 スーパー 

容器利用 
義務（惣菜のト
レーや容器、 
レジ袋） 

惣菜 

レジ袋 

容器の製造・販売者 商品の製造・販売者 小売業者 
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（卸売業） 



再商品化義務の対象６品目 

Amount of sorted collection of container and packaging recycling 

in all municipalities (FY2013) 

（1,931,000 tons） 上記10品目合計（287.9万トン） 
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Classification of containers and 
packaging 

 

Amount of sorted 
collection 
（in ten thousand 
tons） 

 

Steel containers            
 

19.4
 

Aluminum containers              13.1 

Paper containers for beverage           1.4 

Corrugated cardboard             61.0 

Glass bottles
 

（no color）
 

32.6
 

（brown）
 

27.3
 

（other colors）
 

20.1
 

PET bottles          
 

30.2
 

Paper containers and packaging           
 

9.1
 

Plastic containers and packaging 

     
 73.7

 

（Source）”Newsletter: changes in ratio of sorted collection of all municipalities in 2013 after enforcement of Container and Packaging  Recycling Law” The ministry of the Environment

（March 9, 2015） 

What are Containers and Packaging?  

6 products for obligatory recycling 



 

 

 

2. Summary of the containers and packaging recycling system 
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容器包装リサイクル法の概要 
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Case of Meguro 

Residents 

Collection & 

Transportation 

by Meguro city 
Shinagawa 

Unyu 
(Compressi
ng/baling)  

MM Plastic 
(Material 

Recycling) 

Showadenk
o 

(Chemical 
Recycling) 

Role of Local Government 

Role of Producers of products 

using containers and packaging 
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▲ 60,000 

0

60,000

120,000

ガラスびん（無色） 

ガラスびん（茶色） 

ガラスびん（その他の色） 

ＰＥＴボトル 

紙 

プラスチック（平均） 

プラスチック（材料リサイクル白色

トレイ以外） 
プラスチック（ケミカルリサイクル） 

（円／トン） 

逆
有
償 

有
償 

（source）Created by METI in accordance with data published on the 

home page of  Japan Containers and Packaging Recycling Association  
(c.f.）net prices 

Trends in Bid Prices（weighted average） 

1997 1998  1999  2000 2001 2002  2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009  2010 2011 2012 2013 2014 2015 (FY)  



 

 

 

(Reference) Recycling Status by Material 
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１．再商品化の方法 
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★プラスチック製容器包装の再商品化手法は複数あります。 

ガラスびん 

ＰＥＴボトル 

紙製容器包装 

カレット化 
●ガラスびん 

●建築・土木材料等 

フレーク、ペレット化 ●繊維 

●シート 

●ＰＥＴボトル 等 ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ原料化 

製紙原料選別 ●板紙 

●古紙再生ボード 

●固形燃料 等 
建築ボード 

古紙破砕解繊物等の製造 

燃料化 + 

燃料化 + 

 

 

●パレット、再生樹脂 等 

 

 

プラスチック製容
器包装 

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ原材料化 

コークス炉化学原料化 

高炉還元剤化 

ガス化 

油化 

燃料化＊） 

（＊他の手法では再商品化に支障が生じる場合に利用） 

（再商品化製品の利用例） 

材料ﾘｻｲｸﾙ 

ｹﾐｶﾙﾘｻｲｸﾙ 

 

 
●コークス、炭化水素油、ガス 

 

 
 
●鉄をつくるための還元剤 

  

●合成ガス（Ｈ、ＣＯ） 

 
●炭化水素油 



173,000 t 

312,000 t 346,000 t 0 t 

737,000 t*2 

1,116,000 t*1 

659,000 t 

246,000 t 

175,000 t 

61,000 t 
29,000 t 

0 t 
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５．プラスチック製容器包装のリサイクル材 利用用途 

プラの再商品化製品の利用用途は、ケミカルリサイクルが約６割、材料リサイクルが約４割の割合
となっています。 
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プラスチック製容器包装 材料リサイクルの流れ 

容リ協会ホームページ 容リ法って何だろう？より 
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６．プラスチック製容器包装  
ケミカルリサイクル手法の説明 
 
（1）コークス炉化学原料化 
 
（2）高炉還元剤化 
 
（3）ガス化 
※「油化」については、プラスチックの再商品化手法として認められていますが、平成26年度現在、油化を
行う再生処理事業者の登録はありません。 
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石炭 家庭から出た廃プラ 

（１）コークス炉化学原料化 （新日本製鐵住金㈱などで行われている） 

市町村からリサイクル工
場に運び込まれた廃プ
ラスチック（ベール）は、
鉄分、塩化ビニル等を
取り除き、細かく砕いた
後、100℃に加熱して粒
状にします。 

 

これを石炭に1～2%の
割合で混合し、コークス
炉の炭化室に投入しま
す。 

 

炭化室内は無酸素状態
で1200℃となり、廃プラ
は熱分解します。 

 

分解された高温ガスを
冷却し、発電に利用され
るコークス炉ガス40%、
化学原料となる炭化水
素油40%、高炉の還元
剤となるコークス20%が
得られます。 
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市町村からリサイクル工場に
運び込まれた廃プラスチック
（ベール）は、鉄分、塩化ビニ
ル等を取り除き、細かく砕いた
後、押し固めて容積を少なくし
て「再生プラ粒」にします。 

 

再生プラ粒を無酸素の状態で
約350℃の高温にて、製鉄所
の高炉に吹き込みます。 

 

再生プラ粒は高炉の中で、鉄
鉱石（Ｆｅ2Ｏ3）から酸素（０）を
奪う還元剤の役割をはたし、
鉄ができます。 

 

この工程で発生するガスは、
発電に使われています。 

家庭から出た廃プラ 

（２）高炉還元剤化 （ＪＦＥプラリソース㈱で行われている） 
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（３）ガス化 （昭和電工㈱などで行われている） 

家庭から出た廃プラ 
市町村からリサイクル工場
に運び込まれた廃プラスチ
ック（ベール）は、細かく砕
いた後、押し固められます
。 

 

その後、二段階のガス化炉
に入れられます。 

低温ガス化炉は、600～
800℃に加熱した砂が流れ
ており、廃プラはこの砂に
触れて分解し、炭化水素、
一酸化炭素、水素、チャー
（炭化固形物）などができま
す。 

 

低温ガス化炉でつくられた
ガスは、1300～1500℃の
高温ガス化炉に入り、蒸気
と反応して一酸化炭素と水
素主体の合成ガスになりま
す。 

 

得られた合成ガスは、アン
モニア、水素、メタノール、
酢酸などの化学工業原料
になります。 
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（出典）PETボトルリサイクル推進協議会資料（平成25年12月5日産構審容器包装リサイクルＷＧ・中環審容器包装３Ｒ推進小委員会合同会合） 

Examples of Design for Environment (DfE) 



 定期報告制度開始後の容器包装削減量 

定期報告制度による排出抑制効果 

定期報告提出事業者の容器包装使用量合計の推移 単位：トン 

421,903  

389,061  

346,647  
342,407  

327,997  

300,000

350,000

400,000

450,000

H19年 H20年 H21年 H22年 H23年 
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 定期報告制度 
  年間５０トン以上の容器包装を使用する事業者（容器包装多量利用事業者） 

 毎年度、容器包装の使用量、使用合理化のために実施した取組（レジ袋有料化、声かけ
の実施等）及びその効果、容器包装の使用原単位等に関する報告を義務付け 
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１．事業者によるリデュースへの取組み 

3Ｒ推進団体連絡会ＨＰ 2013年フォローアップ報告書より 
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２．消費者の取り組み （レジ袋の例） 

日本チェーンストア協会ＨＰより  
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環境省 容器包装廃棄物の使用・排出実態調査より  

３．家庭ごみ全体に占める容器包装の割合 

【平成７年】 

容積比 

 ６０％ 

 

湿重量比 

 ２５％ 

【平成２４年】 

容積比 

 ５３．８％ 

 

湿重量比 

 ２４．３％ 



 Source separation 

 To set various category 

 To be practiced perfectly by residents’ cooperation and 
understanding 
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Cooperation with residents for success 
of the CPRL 

Photo : Toshima City  



分別基準がわかりにくい 

製品プラのリサイクル体制がない 

区市町村の制度参加割合 

コストの低減 
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容器包装リサイクル法の課題 
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Thank you for your attention! 


